
  

地域自主戦略交付金制度要綱 

 

                      平成２３年 ４月 １日 

                      平成２３年 ９月３０日 一部改正 

                      平成２４年 ４月 ６日 一部改正 

 

地域自主戦略交付金について、基本的な枠組みを定める。 

 

 第１ 地域自主戦略交付金の目的 

   地域自主戦略交付金は、地方公共団体が対象事業から自主的に事業を選択して作

成した地域自主戦略交付金の事業実施計画（以下「事業実施計画」という。）に基づ

く事業に要する費用に対し、国が交付金を交付することにより、地域の実情に即し

た事業の的確かつ効率的な実施を図ることを目的とする。 

 

第２ 定義 

 １ 地域自主戦略交付金 

第５に定める事業実施計画に基づく事業又は事務（以下「事業等」という。）

の実施に要する経費に充てるため、国が交付する交付金をいう。  

 

 ２ 交付対象者 

   地域自主戦略交付金（以下「交付金」という。）の交付対象者は、都道府県（沖

縄県を除く。）及び地方自治法第２５２条の１９第１項の指定都市（以下「地方

公共団体」という。）とする。 

 

 第３ 交付対象事業 

交付対象事業は、別表に掲げる事業等のうち、事業実施計画に記載されたもの（法

律又は予算制度に基づき別途国の負担又は補助を得て実施するものを除く。）をいう。

対象事業ごとの要件等は別表の対象事業を所管する大臣等（以下「交付担当大臣等」

という。）が定める交付要綱等に定めるものとする。 

 

 第４ 交付限度額 

 交付対象事業に対する地方公共団体ごとの交付金の交付限度額は、別紙により算

出された額とする。 

 

 第５ 事業実施計画の作成及び提出 

 交付金の交付を受けようとする一の地方公共団体は、第４により算出された交付

限度額の範囲内で、次に掲げる事項を記載した一の事業実施計画（様式は別添を参

照）を作成し、内閣府の指定する時期に当該計画を内閣総理大臣に提出するものと

する。内閣総理大臣は当該計画を各交付担当大臣等へ送付し、第７の配分計画の協

議のために当該計画の確認を求めるものとする。 

１）事業実施計画作成地方公共団体の名称 

２）交付対象事業の名称及び事業等の概要 

３）交付対象事業に要する費用 
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４）事業実施期間 

５）事業等の総事業費 

６）その他必要な事項 

 

第６ 事業実施計画の変更等 

   地方公共団体は、事業実施計画を変更する場合には、内閣府の指定する時期に、

変更後の事業実施計画を内閣総理大臣に提出しなければならない。ただし、３）、４）

の場合は、変更後の最終の事業実施計画を当該年度の年度末に提出すれば足りるこ

ととし、その場合は、交付対象事業の変更の都度、変更後の事業実施計画が提出さ

れたものとみなす。 

 １）交付金の交付決定後、交付対象事業の進捗の状況により、当該地方公共団体  

に交付決定された交付金の総額の範囲内で、各交付担当大臣等が交付決定した

交付金額の間で調整が必要になる場合。この場合、交付担当大臣等による減額

の変更交付決定の写しを添付するものとする。 

 ２）交付限度額の範囲内で、交付金交付額の総額を増額する場合。 

 ３）別表の社会資本整備に関する事業、農山漁村地域整備に関する事業、農山漁

村活性化対策整備に関する事業、自然環境整備に関する事業、生物多様性保全

回復整備に関する事業及び循環型社会形成推進に関する事業（国が負担又は補

助をしなければならない割合について個別の法令等に規定されている場合を除

く。）については、交付金の交付決定後、交付対象事業の進捗の状況により、交

付決定した国費とその事業費に見合う国費との間で差額が生じ、次年度の交付

額算定において調整する場合。その際には、事業実施計画に次年度と調整する

差額分及び調整する国費等を明示すること。 

 ４）その他の変更の場合 

  

 第７ 配分計画作成 

  １ 内閣総理大臣は、地方公共団体から第５の規定に基づく事業実施計画並びに第

６の１）及び２）の規定に基づき変更した事業実施計画の提出を受けた場合には、

当該事業実施計画に記載された交付対象事業に要する経費について関係行政機関

へ予算の移替えを行うため、交付担当大臣等と協議し、交付担当大臣等が交付の

事務を行うこととなる交付金の総額を明らかにして、配分計画を作成する。 

 

  ２ 内閣総理大臣は、交付金を充てて実施した事業であって、後進地域の開発に関

する公共事業に係る国の負担割合の特例に関する法律（昭和３６年法律第１１２

号）に基づき国の負担又は補助の割合を引き上げることとされているものについ

ては、実施した翌年度以降、同法が定める国が通常の負担割合を超えて負担する

こととなる額について、交付担当大臣等の報告を受け、配分計画を作成する。 

 

第８ 交付金予算額の移替え 

 内閣総理大臣は、第７により作成した配分計画に基づき、交付担当大臣等と連名

で財務大臣の承認を得て、配分計画に基づき、交付金の予算を関係行政機関へそれ

ぞれ移し替えるものとする。 
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第９ 交付金の交付 

   第８により予算の移替えを受けた交付担当大臣等は、その定めるところにより交

付事務を行う。その際、交付担当大臣等は、交付金の適正な執行を図るものとする。 

 

第１０ 関係行政機関の連携強化   

内閣総理大臣および関係行政機関の長は、事業実施計画の適正な実施のため、交

付金による事業等の実施に係る情報の共有を図るものとする。 

 

 第１１ 事業等の評価 

  １ 地方公共団体の事業等の評価 

   １）地方公共団体は、交付金の目的に鑑み、その執行に際し、成果目標及びその

達成予定年度を事業実施計画の提出後速やかに、別紙様式により設定する。こ

の際、地域の実情を踏まえるとともに、あらかじめ内閣総理大臣から提示され

る「地方公共団体において評価等が必要と考えられる項目」を参照し、自主的

に成果目標を設定することとする。 

   ２）地方公共団体は、１）の規定により成果目標を設定した場合は、設定した成

果目標の達成予定年度以後、速やかに当該成果目標の達成状況について評価を

行う。なお、長期にわたる事業等では、当該成果目標の達成状況についておお

むね３年程度の適当な期間ごとに中間評価を行うよう努めるものとする。 

   ３）地方公共団体は、１）又は２）の規定により、成果目標及びその達成予定年

度の設定並びに成果目標の達成状況についての評価を行った場合には、これを

公表するとともに、内閣総理大臣に提出する。 

   ４）地方公共団体は、成果目標及びその達成予定年度の変更を行った場合は、こ

れを公表するとともに、内閣総理大臣に提出する。 

５）内閣総理大臣は、地方公共団体から受理した成果目標及び地方公共団体によ

る評価結果を交付担当大臣等に回付する。 

 

  ２ 国による活用等 

   １）内閣総理大臣は、地方公共団体が交付金に基づく事業等を行うに際し「地方

公共団体において評価等が必要と考えられる項目」について、地方公共団体に

過度な負担をかけないよう考慮しつつ交付担当大臣等と調整の上とりまとめ、

地方公共団体に提示する。 

 ２）交付担当大臣等は、内閣総理大臣から地方公共団体に提示する「地方公共団

体において評価等が必要と考えられる項目」について、内閣総理大臣の求めに

応じ、所掌する事業等の成果を確認する観点から整理及び調整する。また、交

付対象事業の実施が所掌する政策の遂行に寄与したかを確認する際には、必要

に応じ、内閣総理大臣から回付された地方公共団体による評価結果を活用する。 

  ３）内閣総理大臣は、交付金の運営状況及び評価結果について、交付担当大臣等

及び地方公共団体から必要に応じて報告を求める。 

   ４）内閣総理大臣は、交付担当大臣等からの報告内容等を踏まえ、交付金が国の

政策の遂行に寄与する制度となっているか、及び地方公共団体からの報告内容

等を踏まえ、交付金が地域の実情に合い、地域の自由裁量の拡大や予算執行の

効率化に資するものとなっているか等、効果的・効率的な財源となっているか

を確認し、必要な改善を図る。 
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 第１２ その他   

この交付金の制度導入後、さらに本制度要綱に定めが必要となる事項については、

本制度の実施状況を見ながら適時適切に本制度要綱の改正により定める。 

 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２３年９月３０日から施行する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年４月６日から施行する。 
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別紙 交付限度額の算出 

 

 

交付対象事業に対する地方公共団体ごとの交付金の交付限度額は、１に定める額と２の

算式により算定した額の合計額とする。 

 

１ 内閣総理大臣が別に定める額とする。 

 

２ 内閣総理大臣が別途定める算式により算定した額とする。 
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別表 

１ 都道府県 

対象事業 
対象事業を 

所管する大臣等 
記号 

交通安全施設整備に関する事業： 

特定交通安全施設等整備事業（円滑化対策事業に限る。） 
警察庁長官 A 

消防防災施設整備に関する事業： 

(1)耐震性貯水槽、(2)備蓄倉庫、(3)林野火災用活動拠点広場、(4)活

動火山対策避難施設、(5)広域訓練拠点施設、(6)救急安心センター等整

備事業（救急医療情報収集装置を除く。） 

総務大臣 

B-1 
B-2 
B-3 
B-4 
B-5 
B-6 

学校施設環境改善に関する事業： 

(1)余裕教室の改修に関する事業（小学校、中学校及び中等教育学校

の前期課程に限る。） 

(2)校内LANの整備に関する事業（小学校、中学校、高等学校、中等

教育学校及び特別支援学校に限る。） 

(3)空調の整備に関する事業（小学校、中学校及び中等教育学校の前

期課程に限る。） 

(4)屋外教育環境の整備に関する事業（小学校、中学校、中等教育学

校の前期課程及び特別支援学校に限る。） 

(5)木の教育環境の整備に関する事業（小学校、中学校、中等教育学

校の前期課程及び特別支援学校に限る。） 

(6)地域・学校連携施設の整備に関する事業（小学校、中学校、中等

教育学校の前期課程及び特別支援学校に限る。） 

(7)産業教育施設の整備に関する事業（高等学校及び中等教育学校の

後期課程に限る。） 

(8)学校屋外運動場照明施設の新改築（小学校、中学校、中等教育学

校の前期課程並びに特別支援学校の小学部及び中学部に限る。） 

(9)学校クラブハウスの新改築（小学校、中学校、中等教育学校の前

期課程並びに特別支援学校の小学部及び中学部に限る。） 

(10)太陽光発電等の整備に関する事業（小学校、中学校、中等教育

学校の前期課程、高等学校及び中等教育学校の後期課程の産業教

育施設、特別支援学校並びに共同調理場に限る。） 

(11)社会体育施設の整備に関する事業 

文部科学大臣 

C-1 
C-2 
C-3 
C-4 
C-5 
C-6 
C-7 
C-8 
C-9 
C-10 
C-11 
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水道施設整備に関する事業： 

水道水源開発施設整備、水道広域化施設整備、高度浄水施設等整備、

水道水源自動監視施設等整備及びライフライン機能強化等事業 

厚生労働大臣 

D1 

社会福祉施設等施設整備に関する事業： 

(1)保護施設等の施設整備※ 

(2)社会福祉施設等の大規模修繕等（グループホーム・ケアホーム等

を除く。）※ 

D2-1 
D2-2 

医療提供体制施設整備に関する事業： 

(1)地球温暖化対策施設整備事業※ 

(2)内視鏡訓練施設施設整備事業※ 

(3)看護師等養成所施設整備事業※ 

(4)看護師養成所修業年限延長施設整備事業※ 

(5)看護教員養成講習会施設整備事業※ 

(6)歯科衛生士養成所施設整備事業※ 

D3-1 
D3-2 
D3-3 
D3-4 
D3-5 
D3-6 

  

8



農山漁村地域整備に関する事業（別紙１のとおり） 

農林水産大臣 

E1 
(1-1～5-1) 

農山漁村活性化対策整備に関する事業： 

農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法

律（平成十九年法律第四十八号）第六条第二項の規定による交付金の

交付の対象となる事業等（都道府県が単独で又は当該都道府県の区域

内に存する市町村と共同して作成する同法第六条第一項に規定する活

性化計画に基づく事業等に限る。）※ 

E2 

農業・食品産業強化対策整備に関する事業： 

(1)農畜産物（蚕糸を含む。以下同じ。）の産地の競争力の強化に必

要な小規模の土地基盤整備、果樹、茶樹又は桑樹の改植及び農畜

産物の安定供給の確保のための共同利用施設の再編整備に係る取

組※ 

(2)卸売市場施設整備対策に関する事業（中央卸売市場施設整備の取

組及び地方卸売市場施設整備の取組）※ 

E3-1 
E3-2 

水産業強化対策整備に関する事業： 

漁港防災対策支援事業のうち、都道府県が管理する第一種漁港又は

第二種漁港及びこれらの漁港の背後に位置する集落を対象として実施

する事業 

E4 

森林整備・林業等振興整備に関する事業： 

(1)森林の多様な利用・緑化の推進事業※ 

(2)特用林産の振興事業※ 

(3)木材利用及び木材産業体制の整備推進事業のうち、次に掲げるも

の※ 

一 木材産業構造改革整備事業 

二 木質バイオマス利用促進整備事業 

三 木造公共建築物の整備事業（公共建築物等における木材の

利用の促進に関する法律（平成二十二年法律第三十六号）第

九条第一項に規定する市町村方針に基づくものを除く。） 

E5 
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工業用水道に関する事業： 

取水工事、貯水工事、導水工事、浄水工事、送水工事、配水工事及

びダム等の使用又は所有に係る必要な権利の取得等 

経済産業大臣 F 

社会資本整備に関する事業（別紙２のとおり） 国土交通大臣 G 
(1-1～10-2) 

環境保全施設整備に関する事業： 

動物収容・譲渡対策施設整備事業 

環境大臣 

H1 

自然環境整備に関する事業： 

(1)長距離自然歩道整備事業（国立公園及び国定公園の区域内を除

く。）※ 

(2)国定公園において行われる施設の整備事業※ 

(3)国指定鳥獣保護区において行われる自然再生施設の整備事業（既

着手事業に限る。）※ 

H2-1 
H2-2 
H2-3 

生物多様性保全回復整備に関する事業： 

生物多様性保全回復整備に関する事業（生物の多様性の保全上重要

と認められる地域における、生物の多様性の保全・回復を図るための

保全施設及び生息空間の整備） 

H3 

（注）※を付した事業及び別紙１・２を除き、都道府県が実施する事業等に限る。なお、※を付した事業は、都道府県が

国からの交付金を充てて自ら実施する事業等及び都道府県が国からの交付金を市町村、関係団体又は民間事業者等に交

付し、当該市町村等が実施する事業等に限る。 
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２ 指定都市 

対象事業 
対象事業を 
所管する大臣 

記号 

消防防災施設整備に関する事業： 

(1)耐震性貯水槽、(2)備蓄倉庫、(3)防火水槽（林野分）、(4)林野火災

用活動拠点広場、(5)活動火山対策避難施設、(6)広域訓練拠点施設、(7)

画像伝送システム（施設分）、(8)救急安心センター等整備事業、(9)高

機能消防指令センター総合整備事業 

総務大臣 

B-1 
B-2 
B-3 
B-4 
B-5 
B-6 
B-7 
B-8 
B-9 

学校施設環境改善に関する事業 

(1)余裕教室の改修に関する事業（小学校、中学校及び中等教育学校

の前期課程に限る。） 

(2)校内LANの整備に関する事業（小学校、中学校、高等学校、中等

教育学校及び特別支援学校に限る。） 

(3)空調の整備に関する事業（小学校、中学校及び中等教育学校の前

期課程に限る。） 

(4)屋外教育環境の整備に関する事業（小学校、中学校、中等教育学

校の前期課程及び特別支援学校に限る。） 

(5)木の教育環境の整備に関する事業（小学校、中学校、中等教育学

校の前期課程及び特別支援学校に限る。） 

(6)地域・学校連携施設の整備に関する事業（小学校、中学校、中等

教育学校の前期課程及び特別支援学校に限る。） 

(7)産業教育施設の整備に関する事業（高等学校及び中等教育学校の

後期課程に限る。） 

(8)学校屋外運動場照明施設の新改築（小学校、中学校、中等教育学

校の前期課程並びに特別支援学校の小学部及び中学部に限る。） 

(9)学校クラブハウスの新改築（小学校、中学校、中等教育学校の前

期課程並びに特別支援学校の小学部及び中学部に限る。） 

(10)太陽光発電等の整備に関する事業（小学校、中学校、中等教育

学校の前期課程、高等学校及び中等教育学校の後期課程の産業教

育施設、特別支援学校並びに共同調理場に限る。） 

(11)社会体育施設の整備に関する事業 

文部科学大臣 

C-1 
C-2 
C-3 
C-4 
C-5 
C-6 
C-7 
C-8 
C-9 
C-10 
C-11 
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水道施設整備に関する事業： 

水道水源開発施設整備、水道広域化施設整備、高度浄水施設等整備、

水道水源自動監視施設等整備、水道未普及地域解消事業、簡易水道再

編推進事業（鉛製管の更新を行う事業、基幹的な水道構造物の耐震化

のための補強事業、緊急遮断弁又は非常用電源設備を設置する事業及

び地震対策として行う石綿セメント管を廃止して新設する事業を除

く。）、生活基盤近代化事業（鉛製管の更新を行う事業、基幹的な水道

構造物の耐震化のための補強事業、緊急遮断弁又は非常用電源設備を

設置する事業及び地震対策として行う石綿セメント管を廃止して新設

する事業を除く。）及び閉山炭鉱水道施設整備 

厚生労働大臣 

D1 

社会福祉施設等施設整備に関する事業： 

(1)保護施設等の施設整備※ 

(2)社会福祉施設等の大規模修繕等（グループホーム・ケアホーム等

を除く。）※ 

D2-1 
D2-2 

地域介護・福祉空間整備等施設整備に関する事業： 

(1)介護療養型医療施設転換整備計画に基づく事業 

(2)緊急ショートステイの整備事業 

(3)都市型軽費老人ホーム整備事業 

(4)施設内保育施設整備事業 

(5)市町村提案事業 

(6)小規模な養護老人ホーム整備事業 

D4-1 
D4-2 
D4-3 
D4-4 
D4-5 
D4-6 

農山漁村地域整備に関する事業（別紙３のとおり） 

農林水産大臣 

E1 
(4-1～5-1) 

農山漁村活性化対策整備に関する事業： 

農山漁村の活性化のための定住等及び地域間交流の促進に関する法

律第六条第二項の規定による交付金の交付の対象となる事業等（指定

都市が作成する同法第六条第一項に規定する活性化計画に基づく事業

等に限る。）※ 

E2 

工業用水道に関する事業： 

取水工事、貯水工事、導水工事、浄水工事、送水工事、配水工事及

びダム等の使用又は所有に係る必要な権利の取得等 

経済産業大臣 F 

社会資本整備に関する事業（別紙４のとおり） 
国土交通大臣 

G 
(1-1～7-10, 
9-1～10-2) 
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環境保全施設整備に関する事業： 

動物収容・譲渡対策施設整備事業 
環境大臣 

H1 

循環型社会形成推進に関する事業： 

(1)浄化槽設置整備事業、(2)浄化槽市町村整備推進事業 

H4-1 
H4-2 

（注１）※を付した事業及び別紙３・４を除き、指定都市が実施する事業等に限る。なお、※を付した事業は、指定都市

が国からの交付金を充てて自ら実施する事業等及び指定都市が国からの交付金を関係団体又は民間事業者等に交付し、

当該関係団体等が実施する事業等に限る。 

（注２）記号Ａ、Ｄ３、Ｈ２、Ｈ３は欠番 
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（別紙１） 
農山漁村地域整備に関する事業（Ｅ1（都道府県）） 

1.農業農村 
基盤整備 

・ 農地整備事業（地域において戦略作物（麦、大豆、飼料作物、米粉用米、飼料用米、稲発

酵粗飼料用稲、そば、なたね及び加工用米をいう。以下同じ。）の作付面積又は耕地利用

率に係る目標を定めて行うものを除く。）※ 
1-1 

・ 水利施設整備事業（地域において戦略作物の作付面積、作物の単収（単位面積当たりの収

穫量をいう。以下同じ。）又は耕地利用率に係る目標を定めて行うものを除く。）※ 
1-2 

・ 草地畜産基盤整備事業（地域において飼料自給率の向上に係る目標を定めて行うものを除

く。）※ 
1-3 

・ 農地防災事業（地域において戦略作物の作付面積、作物の単収又は耕地利用率に係る目標

を定めて行うものを除く。）※ 
1-4 

・ 広域農業用水適正管理対策事業※ 1-5 
・ 地域用水環境整備事業※ 1-6 
・ 水質保全対策事業※ 1-7 
・ 農業集落排水事業※ 1-8 
・ 集落基盤整備事業※ 1-9 
・ 中山間地域総合整備事業※ 1-10 
・ 農地環境整備事業※ 1-11 
・ 農業用水保全の森づくり事業※ 1-12 
・ 畜産環境総合整備事業※ 1-13 
・ 農道整備事業※ 1-14 

2.森林基盤 
整備 

・ 森林環境保全整備事業のうち、次に掲げるもの※ 
一 育成林整備事業（当該事業により整備される林道に係る森林の利用区域が次のい

ずれにも該当するものを除く。） 
イ その20％以上が森林整備の対象区域に含まれるもの 
ロ その過半が森林の施業の集約化が図られる区域に含まれるもの 

二 林道改良事業 

2-1 

・ 森林居住環境整備事業のうち、次に掲げるもの※ 
一 フォレスト・コミュニティ総合整備事業 
二 山のみち地域づくり交付金事業 

2-2 

・ 治山事業のうち、次に掲げるもの 
一 予防治山事業（一級河川若しくは二級河川の上流又は市街地、集落（人家十戸以

上のものに限る。）若しくは特に重要な公共施設に対する被害の発生の危険性が著し

いと認められる箇所で行うものを除く。） 
二 地域防災対策総合治山事業 
三 治山施設機能強化事業 
四 森林土木効率化等技術開発事業 
五 林地荒廃防止事業 
六 山地災害総合減災対策治山事業 
七 共生保安林整備事業 
八 保安林管理道整備事業 

2-3 

3.水産基盤 
整備 

・ 地域水産物供給基盤整備事業のうち、第一種漁港又は第二種漁港の整備及びこれと一体的

に実施する地先の漁場整備事業※ 
3-1 

・ 漁場保全の森づくり事業※ 3-2 
・ 漁港漁村環境整備事業のうち、次に掲げるもの※ 

一 漁業集落環境整備事業 
二 漁港環境整備事業 
三 漁村再生交付金事業 

3-3 

  

14



4.海岸保全 
施設整備 

・ 海岸保全施設整備事業のうち、次に掲げるもの 
一 高潮対策事業及び侵食対策事業のうち、次に掲げるもの 

イ 農地海岸 
総事業費がおおむね50億円未満又は防護農地面積がおおむね500ヘクタール

未満のもの 
ロ 漁港海岸 

総事業費がおおむね10億円未満又は防護人口がおおむね150人未満のもの 
二 海岸耐震対策事業 
三 海岸堤防等老朽化対策事業 

 
 

4-1 
 
 

4-2 
 

4-3 
4-4 

・ 津波・高潮危機管理対策事業 4-5 
・ 海岸環境整備事業 4-6 

5.効果促進 
事業 

・ 農林水産大臣が定める交付要綱に従って作成される整備計画の目標を達成するため、上記

１から４の事業と一体となってその効果を一層高めるために必要な事業（次に掲げる事業

を除く。なお、効果促進事業に係る事業費の合計額は、整備計画ごとに交付対象事業の全

体事業費の20/100までを目途とする。）のうち、都道府県又は市町村が作成する事業実施

計画の添付資料（交付要綱において定められた整備計画に準じるものとする。なお、市町

村が作成する整備計画を含む。）に記載されたもの。（平成22年度又は平成23年度に都道

府県又は市町村が作成した農山漁村地域整備計画に掲げられた事業について、当該計画に

記載された効果促進事業の内容に変更がない場合には、その計画の写しを内閣総理大臣に

提出することをもって事業実施計画の添付資料に代えることができる）。※ 
(1) 事業実施主体の運営に必要な人件費、賃借料その他の経常的な経費への充当を目的と

する事業 

5-1 

(2) 整備計画の範囲を超えて実施される事業 

（注）※を付した事業を除き、都道府県が実施する事業等に限る。なお、※を付した事業は、都道府県が国からの交付金

を充てて自ら実施する事業等及び都道府県が国からの交付金を市町村、関係団体又は民間事業者等に交付し、当該市町

村等が実施する事業等に限る。 
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（別紙２） 
社会資本整備に関する事業（Ｇ（都道府県）） 

  

1.道路 

・ 道路（一般国道（指定区間外の一般国道に限る。この「1.道路」の項において同じ。）、

都道府県道（道路法（昭和二十七年法律第百八十号）第五十六条の規定による国土交通大

臣の指定を受けた都道府県道及び資源の開発、産業の振興その他国の施策上特に整備を行

う必要があると認められる都道府県道に限る。この「1.道路」の項において同じ。）又は

市町村道（豪雪地帯対策特別措置法（昭和三十七年法律第七十三号）第十四条、山村振興

法（昭和四十年法律第六十四号）第十一条、半島振興法（昭和六十年法律第六十三号）第

十一条又は過疎地域自立促進特別措置法（平成十二年法律第十五号）第十四条の規定によ

る指定を受けた市町村道に限る。）に限る。）の新設又は改築に関する事業のうち、次に

掲げるもの 

一 道路の改良に係る事業（国の直轄事業その他の他事業と密接に関連して実施する

事業又は大規模構造物の整備を伴う事業を除く。） 

二 土地区画整理事業又は市街地再開発事業に係る事業（国の直轄事業その他の事業

と密接に関連して実施する事業又は大規模構造物の整備を伴う事業を除く。） 

三 交通安全対策に係る事業 

四 無電柱化に係る事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

1-1 
 

1-2 
 

1-3 
1-4 

・ 道路（一般国道又は都道府県道に限る。）の修繕に関する事業 1-5 

2.港湾 

・ 港湾改修事業のうち、次に掲げるもの 

一 防波堤整備事業（小規模な港湾施設の防護を目的とした事業に限る。） 

二 放置艇対策に関する事業 

三 既存施設の利用転換、港湾空間の再開発・高度利用化及び利便性の向上並びに既

存施設の延命化のための事業であって、事業規模が5億円未満のもの 

2-1 

・ 港湾施設長寿命化計画策定事業 2-2 
・ 緑地等施設整備事業 2-3 
・ 海域環境創造・自然再生等事業 2-4 
・ みなと振興計画に基づく事業 2-5 

3.治水 

・ 広域河川改修事業、流域治水対策河川事業及び都市基盤河川改修事業のうち、流域面積が

おおむね100平方キロメートル未満の河川において実施する事業（近年、浸水被害が発生

した河川における事業を除く。） 

3-1 

・ 特定地域堤防機能高度化事業 3-2 
・ 流域貯留浸透事業 3-3 
・ 総合治水対策特定河川事業のうち、都市水防災対策事業 3-4 
・ 応急対策事業 3-5 
・ 堰堤改良事業のうち、次に掲げるもの 

一 改良事業 
二 下流河道整備事業 
三 ダム管理用水力発電設備設置事業 
四 貯水池保全事業 

3-6 

・ 通常砂防事業のうち、高さがおおむね10メートル以下の堰堤を整備する事業（近年、土

砂災害が発生した地区における事業を除く。） 
3-7 

・ 火山噴火警戒避難対策事業 3-8 
・ 急傾斜地崩壊対策事業のうち、高さがおおむね30メートル未満の斜面において実施する

事業 
3-9 

・ 総合流域防災事業 3-10 
・ 統合河川環境整備事業 3-11 
・ 下水道関連特定治水施設整備事業及び住宅宅地基盤特定治水施設等整備事業のうち、上記

に該当する事業 
3-12 
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4.海岸 

・ 高潮対策事業及び侵食対策事業のうち、防護面積及び防護人口が、おおむね30ヘクター

ル未満かつおおむね150人未満（離島・奄美・北海道にあっては、おおむね10ヘクター

ル未満かつおおむね75人未満）の事業（近年、家屋等が被災した箇所の緊急的な対応を

行う事業を除く。） 

4-1 

・ 海岸耐震対策緊急事業 4-2 
・ 海岸堤防老朽化対策緊急事業 4-3 
・ 津波・高潮危機管理対策緊急事業 4-4 
・ 海岸環境整備事業 4-5 
・ 海域浄化対策事業 4-6 

5.下水道 

・ 流域下水道事業のうち、管渠及びこれを補完する施設の設置又は改築に関する事業（雨水

貯留管及び雨水調整池並びにこれらを補完する施設の設置又は改築に関する事業を除

く。） 
5-1 

・ 流域下水道事業のうち、終末処理場及びこれを補完する施設の設置又は改築に関する事業

（全体計画区域内人口が30万人未満であり、かつ、当該事業の実施主体である都道府県

の総人口の１割未満である流域下水道事業に限るものとし、公共下水道と一体となって下

水汚泥等を処理するために実施する事業を除く。） 

5-2 

6.市街地整備 
・ 暮らし・にぎわい再生事業 6-1 
・ 都市防災推進事業 6-2 

7.都市公園 

・ 都市公園事業（次に掲げるものを除く。） 
一 大規模な公園（都市基幹公園及び大規模公園）の新設又は改築に関する事業 
二 国家的イベント関連公園（国として開催することを決定した国際的なイベント又

は国として定期的に開催することを決定しているイベントの会場となる都市公園）

の新設又は改築に関する事業 

7-1 

・ 防災緑地緊急整備事業 7-2 
・ 市民農園整備事業 7-3 
・ 公園事業特定計画調査 7-4 
・ 公園施設長寿命化計画策定調査 7-5 
・ 吸収源対策公園緑地事業 7-6 
・ 都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業 7-7 
・ 中心市街地活性化広場公園整備事業 7-8 
・ 市民緑地等整備事業 7-9 

8.広域的地域 
活性化基盤 

・ 広域的地域活性化のための基盤整備に関する法律（平成十九年法律第五十二号。以下「広

域活性化法」という。）第十九条第二項の交付金の対象となる事業等（同法第五条第一項

の規定により作成された広域的地域活性化基盤整備計画のうち、複数の都道府県が連

携・協力して作成されたものに基づくものを除く。）のうち、この別紙２の表に掲げる事

業及びこれらの事業と一体となってその効果を一層高めるために必要な事業等※ 

8 

9.住宅 

・ 地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法（平成十七

年法律第七十九号。以下「地域住宅法」という。）第七条第二項の交付金の交付の対象と

なる事業等のうち、次に掲げるもの※ 
一 公営住宅等整備事業（戸数がおおむね200戸未満の公営住宅団地に係る事業（地

域福祉拠点等の重点整備に係る事業を除く。）に限る。） 
二 公営住宅等ストック総合改善事業のうち、以下のイ又はロのいずれかに該当する

もの（地域福祉拠点等の重点整備に係る事業を除く。） 
イ 戸数がおおむね200戸未満の公営住宅団地に係る事業 
ロ 小規模な改善工事に係る事業 

三 住宅市街地基盤整備事業（この別紙２の表に掲げる事業に限る。） 
四 公的賃貸住宅家賃低廉化事業（公営住宅に係る事業に限る。） 
五 一から四までの事業と一体となってその効果を一層高めるために必要な事業等 

9-1 

・ 住宅市街地基盤整備事業（この別紙２の表に掲げる事業に限る。） 9-2 
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（注１）※を付した事業を除き、都道府県が実施する事業等に限る。なお、※を付した事業は、都道府県が国からの交付

金を充てて自ら実施する事業等及び都道府県が国からの交付金を市町村、関係団体又は民間事業者等に交付し、

当該市町村等が実施する事業等に限る。 

（注２）地域自主戦略交付金の創設及び対象事業の拡大による変更前の社会資本総合整備計画（以下「変更前計画」とい

う。）に記載された基幹事業（地域自主戦略交付金を充てて実施するものに限る。）の関連事業（変更前計画に記

載されたものに限る。）については、事業実施計画の添付資料への記載を要しない。 

（注３）効果促進事業に係る事業費の合計額の全体事業費に占める割合の算定に当たっては、効果促進事業に係る事業費

については地域自主戦略交付金の創設及び対象事業の拡大による変更後の社会資本総合整備計画（以下「変更後

計画」という。）に記載された社会資本整備総合交付金の効果促進事業に係る事業費を、全体事業費については

変更後計画に記載された社会資本整備総合交付金の交付対象事業に係る事業費を、それぞれ含めることができる

ものとする。 

  

10.関連事業 

・ 上記１から９の事業等と一体となってその効果を増大させるため実施されるものとして

事業実施計画の添付資料に記載された次に掲げる事業等。 
 

 

イ 関連社会資本整備事業※ 
 事業実施計画の添付資料に記載された成果目標を実現するため、上記１から９の事業

等と一体的に実施することが必要な社会資本整備重点計画法（平成15年法律第20号）

第２条第２項各号（第14号及び当該整備計画に係る事業が該当する号を除く。）に掲げ

る事業（維持に関する事業及びレクリエーションに関する施設の整備事業を除く。）及び

住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成19年法律第112号）

第２条第１項に規定する公的賃貸住宅の整備に関する事業 
 

10-1 

ロ 効果促進事業※ 
 事業実施計画の添付資料に記載された成果目標を実現するため、上記１から９の事業

等と一体となってその効果を一層高めるために必要な事業等（次に掲げるものを除く。

効果促進事業に係る事業費の合計額（都市再生法第47条の交付金、地域住宅法第７条の

交付金又は広域活性化法第19条の交付金として地域自主戦略交付金の交付を受け、提案

事業（都市再生法第46条第２項第４号、地域住宅法第６条第２項第３号又は広域活性化

法第５条第２項第４号の事業等をいう。）を実施する場合には、当該提案事業の事業費も

合計した額）は、成果目標ごとに、交付対象事業の全体事業費の20/100までを目途とす

る。） 
 
(1) 事業実施主体の運営に必要な人件費、賃借料その他の経常的な経費への充当を目的

とする事業等 

10-2 

(2) 交付対象となる地方公共団体の区域を著しく超えて運行される公共交通機関に係る

事業等 
(3) レクリエーションに関する施設の整備事業 
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（別紙３） 
農山漁村地域整備に関する事業（Ｅ1（指定都市）） 

4.海岸保全 
施設整備 

・ 海岸保全施設整備事業のうち、次に掲げるもの 
一 高潮対策事業及び侵食対策事業のうち、次に掲げるもの 

イ 農地海岸 
総事業費がおおむね50億円未満又は防護農地面積がおおむね500ヘクタール

未満のもの 
ロ 漁港海岸 

総事業費がおおむね10億円未満又は防護人口がおおむね150人未満のもの 
二 海岸耐震対策事業 
三 海岸堤防等老朽化対策事業 

 
 

4-1 
 
 

4-2 
 

4-3 
4-4 

・ 津波・高潮危機管理対策事業 4-5 
・ 海岸環境整備事業 4-6 

5.効果促進 
事業 

・ 農林水産大臣が定める交付要綱に従って作成される整備計画の目標を達成するため、上記

４の事業と一体となってその効果を一層高めるために必要な事業（次に掲げる事業を除

く。なお、効果促進事業に係る事業費の合計額は、整備計画ごとに交付対象事業の全体事

業費の20/100までを目途とする。）のうち、都道府県又は市町村が作成する事業実施計画

の添付資料（交付要綱において定められた整備計画に準じるものとする。なお、市町村が

作成する整備計画を含む。）に記載されたもの。（平成22年度又は平成23年度に都道府県

又は市町村が作成した農山漁村地域整備計画に掲げられた事業について、当該計画に記載

された効果促進事業の内容に変更がない場合には、その計画の写しを内閣総理大臣に提出

することをもって事業実施計画の添付資料に代えることができる）。※ 
(1) 事業実施主体の運営に必要な人件費、賃借料その他の経常的な経費への充当を目的と

する事業 

5-1 

(2) 整備計画の範囲を超えて実施される事業 

（注１）※を付した事業を除き、指定都市が実施する事業等に限る。なお、※を付した事業は、指定都市が国からの交付

金を充てて自ら実施する事業等及び指定都市が国からの交付金を関係団体又は民間事業者等に交付し、当該関係

団体等が実施する事業等に限る。 

（注２）番号1～3は欠番 
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（別紙４） 
社会資本整備に関する事業（Ｇ（指定都市）） 

  

1.道路 

・ 道路（一般国道（指定区間外の一般国道に限る。この「1.道路」の項において同じ。）、

都道府県道又は市道（いずれも道路法第五十六条の規定による国土交通大臣の指定を受け

た都道府県道又は市道及び資源の開発、産業の振興その他国の施策上特に整備を行う必要

があると認められる都道府県道又は市道に限る。この「1.道路」の項において同じ。））

の新設又は改築に関する事業のうち、次に掲げるもの 

一 道路の改良に係る事業（国の直轄事業その他の事業と密接に関連して実施する事

業又は大規模構造物の整備を伴う事業を除く。） 

二 土地区画整理事業又は市街地再開発事業に係る事業（国の直轄事業その他の事業

と密接に関連して実施する事業又は大規模構造物の整備を伴う事業を除く。） 

三 交通安全対策に係る事業 

四 無電柱化に係る事業 

 
 
 
 
 
 

1-1 
 

1-2 
 

1-3 
1-4 

・ 道路（一般国道、都道府県道又は市道に限る。）の修繕に関する事業 1-5 

2.港湾 

・ 港湾改修事業のうち、次に掲げるもの 

一 防波堤整備事業（小規模な港湾施設の防護を目的とした事業に限る。） 

二 放置艇対策に関する事業 

三 既存施設の利用転換、港湾空間の再開発・高度利用化及び利便性の向上並びに既

存施設の延命化のための事業であって、事業規模が5億円未満のもの 

2-1 

・ 港湾施設長寿命化計画策定事業 2-2 
・ 緑地等施設整備事業 2-3 
・ 海域環境創造・自然再生等事業 2-4 
・ みなと振興計画に基づく事業 2-5 

3.治水 

・ 広域河川改修事業、流域治水対策河川事業及び都市基盤河川改修事業のうち、流域面積が

おおむね100平方キロメートル未満の河川において実施する事業（近年、浸水被害が発生

した河川における事業又は調節池、遊水地、地下放水路等の大規模構造物の整備を伴う事

業を除く。） 

3-1 

・ 特定地域堤防機能高度化事業 3-2 
・ 流域貯留浸透事業 3-3 
・ 総合治水対策特定河川事業のうち、都市水防災対策事業 3-4 
・ 応急対策事業 3-5 
・ 総合流域防災事業 3-10 
・ 統合河川環境整備事業 3-11 
・ 下水道関連特定治水施設整備事業及び住宅宅地基盤特定治水施設等整備事業のうち、上記

に該当する事業 
3-12 

4.海岸 

・ 高潮対策事業及び侵食対策事業のうち、防護面積及び防護人口が、おおむね30ヘクター

ル未満かつおおむね150人未満（離島・奄美・北海道にあっては、おおむね10ヘクター

ル未満かつおおむね75人未満）の事業（近年、家屋等が被災した箇所の緊急的な対応を

行う事業を除く。） 

4-1 

・ 海岸耐震対策緊急事業 4-2 
・ 海岸堤防老朽化対策緊急事業 4-3 
・ 津波・高潮危機管理対策緊急事業 4-4 
・ 海岸環境整備事業 4-5 
・ 海域浄化対策事業 4-6 

5.下水道 

・ 公共下水道事業のうち、汚水に係る管渠及びこれを補完する施設の設置又は改築に関する

事業（耐震化、エネルギー利用等機能高度化に関する事業を除く。） 
5-3 

・ 公共下水道事業のうち、終末処理場の水処理施設及びこれを補完する施設の設置又は改築

に関する事業（耐震化、エネルギー利用等機能高度化に関する事業を除く。） 
5-4 

6.市街地整備 

・ 都市再生特別措置法（平成十四年法律第二十二号）第四十七条第二項の交付金の対象とな

る事業等（同法第四十六条第一項の規定により作成された都市再生整備計画のうち、国の

施策上重点的に支援しているものを除く。）のうち、この別紙４の表に掲げる事業及びこ

れらの事業と一体となってその効果を一層高めるために必要な事業等※ 

6-3 
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7.都市公園 

・ 都市公園事業（次に掲げるものを除く。）※ 
一 大規模な公園（都市基幹公園及び大規模公園）の新設又は改築に関する事業 
二 国家的イベント関連公園（国として開催することを決定した国際的なイベント又

は国として定期的に開催することを決定しているイベントの会場となる都市公園）

の新設又は改築に関する事業 

7-1 

・ 防災緑地緊急整備事業 7-2 
・ 市民農園整備事業 7-3 
・ 公園事業特定計画調査 7-4 
・ 公園施設長寿命化計画策定調査 7-5 
・ 吸収源対策公園緑地事業 7-6 
・ 都市公園安全・安心対策緊急総合支援事業 7-7 
・ 中心市街地活性化広場公園整備事業 7-8 
・ 市民緑地等整備事業 7-9 
・ 緑化重点地区総合整備事業 7-10 

9.住宅 

・ 地域における多様な需要に応じた公的賃貸住宅等の整備等に関する特別措置法（以下「地

域住宅法」という。）第七条第二項の交付金の交付の対象となる事業等のうち、次に掲げ

るもの※ 
一 公営住宅等整備事業（戸数がおおむね200戸未満の公営住宅団地に係る事業（地

域福祉拠点等の重点整備に係る事業を除く。）に限る。） 
二 公営住宅等ストック総合改善事業のうち、以下のイ又はロのいずれかに該当する

もの（地域福祉拠点等の重点整備に係る事業を除く。） 
イ 戸数がおおむね200戸未満の公営住宅団地に係る事業 
ロ 小規模な改善工事に係る事業 

三 住宅市街地基盤整備事業（この別紙４の表に掲げる事業に限る。） 
四 公的賃貸住宅家賃低廉化事業（公営住宅に係る事業に限る。） 
五 一から四までの事業と一体となってその効果を一層高めるために必要な事業等 

9-1 

・ 住宅市街地基盤整備事業（この別紙４の表に掲げる事業に限る。） 9-2 
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（注１）※を付した事業を除き、指定都市が実施する事業等に限る。なお、※を付した事業は、指定都市が国からの交付

金を充てて自ら実施する事業等及び指定都市が国からの交付金を関係団体又は民間事業者等に交付し、当該関係

団体等が実施する事業等に限る。 

（注２）地域自主戦略交付金の創設による変更前の社会資本総合整備計画（以下「変更前計画」という。）に記載された

基幹事業（地域自主戦略交付金を充てて実施するものに限る。）の関連事業（変更前計画に記載されたものに限

る。）については、事業実施計画の添付資料への記載を要しない。 

（注３）効果促進事業に係る事業費の合計額の全体事業費に占める割合の算定に当たっては、効果促進事業に係る事業費

については地域自主戦略交付金の創設による変更後の社会資本総合整備計画（以下「変更後計画」という。）に

記載された社会資本整備総合交付金の効果促進事業に係る事業費を、全体事業費については変更後計画に記載さ

れた社会資本整備総合交付金の交付対象事業に係る事業費を、それぞれ含めることができるものとする。 

（注４）番号3-6～3-9、5-1、5-2、6-1、6-2、8は欠番 

 

 

 

10.関連事業 

・ 上記１から７及び９の事業等と一体となってその効果を増大させるため実施されるもの

として事業実施計画の添付資料に記載された次に掲げる事業等。 
 

 

イ 関連社会資本整備事業※ 
 事業実施計画の添付資料に記載された成果目標を実現するため、上記１から７及び９

の事業等と一体的に実施することが必要な社会資本整備重点計画法第２条第２項各号

（第14号及び当該整備計画に係る事業が該当する号を除く。）に掲げる事業（維持に関

する事業及びレクリエーションに関する施設の整備事業を除く。）及び住宅確保要配慮者

に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第２条第１項に規定する公的賃貸住宅の整

備に関する事業 
 

10-1 

ロ 効果促進事業※ 
 事業実施計画の添付資料に記載された成果目標を実現するため、上記１から７及び９

の事業等と一体となってその効果を一層高めるために必要な事業等（次に掲げるものを

除く。効果促進事業に係る事業費の合計額（都市再生法第47条の交付金、地域住宅法第

７条の交付金として地域自主戦略交付金の交付を受け、提案事業（都市再生法第46条第

２項第４号、地域住宅法第６条第２項第３号の事業等をいう。）を実施する場合には、当

該提案事業の事業費も合計した額）は、成果目標ごとに、交付対象事業の全体事業費の

20/100までを目途とする。） 
 
(1) 事業実施主体の運営に必要な人件費、賃借料その他の経常的な経費への充当を目的

とする事業等 

10-2 

(2) 交付対象となる地方公共団体の区域を著しく超えて運行される公共交通機関に係る

事業等 
(3) レクリエーションに関する施設の整備事業 
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率
(交

付
対

象
事

業
費

）

事
業

期
間

総
事

業
費

交
付

対
象

事
業

費
事

業
名

事
業

記
号

事
業

名
２

担
当

者
氏

名

Ｄ
1
：
水

道
施

設
整

備
に

関
す

る
事

業

事
業

概
要

備
考

小
計
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平
成

　
　

年
度

　
　

地
域

自
主

戦
略

交
付

金
　

　
事

業
実

施
計

画
対

象
自

治
体

：
都

道
府

県
及

び
指

定
都

市

(単
位

：
千

円
)

法 令 規 定

（
注

）
１

．
「
総

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

外
事

業
費

も
含

め
る

　
　

　
２

．
「
本

年
度

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

事
業

費
の

み
計

上
す

る

都
道

府
県

名
担

当
部

局
課

名

地
方

公
共

団
体

名
電

話
番

号

№
事

業
名

事
業

記
号

都
道

府
県

・
市

町
村

コ
ー

ド
（
５

桁
）

Ｄ
2
：
社

会
福

祉
施

設
等

施
設

整
備

に
関

す
る

事
業

事
業

概
要

備
考

事
業

期
間

総
事

業
費

交
付

対
象

事
業

費

う
ち

交
付

金
交

付
額

交
付 率

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
対

象
事

業
費

進
捗

率
(交

付
対

象
事

業
費

）

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
金

交
付

額

進
捗

率
(交

付
金

交
付

額
)

本
年

度
事

業
費

う
ち

交
付

金
交

付
額

担
当

者
氏

名

交
付

限
度

額
（
単

位
：
千

円
）

メ
ー

ル
ア

ド
レ

ス

小
計
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平
成

　
　

年
度

　
　

地
域

自
主

戦
略

交
付

金
　

　
事

業
実

施
計

画
対

象
自

治
体

：
都

道
府

県

(単
位

：
千

円
)

法 令 規 定

（
注

）
１

．
「
総

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

外
事

業
費

も
含

め
る

　
　

　
２

．
「
本

年
度

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

事
業

費
の

み
計

上
す

る

都
道

府
県

名
担

当
部

局
課

名

地
方

公
共

団
体

名
電

話
番

号

№
事

業
名

事
業

記
号

事
業

名
２

事
業

概
要

都
道

府
県

・
市

町
村

コ
ー

ド
（
５

桁
）

Ｄ
3
：
医

療
提

供
体

制
施

設
整

備
に

関
す

る
事

業

備
考

事
業

期
間

総
事

業
費

交
付

対
象

事
業

費

う
ち

交
付

金
交

付
額

交
付 率

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
対

象
事

業
費

進
捗

率
(交

付
対

象
事

業
費

）

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
金

交
付

額

進
捗

率
(交

付
金

交
付

額
)

本
年

度
事

業
費

う
ち

交
付

金
交

付
額

小
計

担
当

者
氏

名

交
付

限
度

額
（
単

位
：
千

円
）

メ
ー

ル
ア

ド
レ

ス

30



平
成

　
　

年
度

　
　

地
域

自
主

戦
略

交
付

金
　

　
事

業
実

施
計

画
対

象
自

治
体

：
指

定
都

市

Ｄ
4
：
地

域
介

護
・
福

祉
空

間
整

備
等

施
設

整
備

に
関

す
る

事
業

(単
位

：
千

円
)

法 令 規 定

（
注

）
１

．
「
総

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

外
事

業
費

も
含

め
る

　
　

　
２

．
「
本

年
度

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

事
業

費
の

み
計

上
す

る

都
道

府
県

名
担

当
部

局
課

名

地
方

公
共

団
体

名

都
道

府
県

・
市

町
村

コ
ー

ド
（
５

桁
）

メ
ー

ル
ア

ド
レ

ス

事
業

記
号

事
業

期
間

う
ち

交
付

金
交

付
額

事
業

概
要

№
事

業
名

総
事

業
費

進
捗

率
(交

付
対

象
事

業
費

）

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
金

交
付

額

進
捗

率
(交

付
金

交
付

額
)

本
年

度
事

業
費

交
付

対
象

事
業

費

う
ち

交
付

金
交

付
額

交
付 率

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
対

象
事

業
費

担
当

者
氏

名

交
付

限
度

額
（
単

位
：
千

円
）

備
考

電
話

番
号

小
計
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平
成

　
　

年
度

　
　

地
域

自
主

戦
略

交
付

金
　

　
事

業
実

施
計

画
対

象
自

治
体

：
都

道
府

県
及

び
指

定
都

市

(単
位

：
千

円
)

法 令 規 定

本
年

度
に

実
施

し
た

事
業

費

本
年

度
に

本
来

交
付

さ
れ

る
べ

き
国

費

（
D

）

（
A

）
（
E
）

　
≧

（
E
）

（
注

）
１

．
「
総

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

外
事

業
費

も
含

め
る

　
　

　
２

．
「
本

年
度

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

事
業

費
の

み
計

上
す

る

　
　

　
３

．
指

定
都

市
の

対
象

事
業

は
、

海
岸

保
全

施
設

整
備

事
業

、
効

果
促

進
事

業
と

す
る

。

都
道

府
県

名
担

当
部

局
課

名
担

当
者

氏
名

メ
ー

ル
ア

ド
レ

ス

備
考

交
付

限
度

額
（
単

位
：
千

円
）

Ｅ
1
：
農

山
漁

村
地

域
整

備
に

関
す

る
事

業

地
方

公
共

団
体

名

年
度

間
調

整
額

（
該

当
す

る
場

合
の

み
）

本
年

度
事

業
費

電
話

番
号

事
業

概
要

（
延

長
・
面

積
等

）

進
捗

率
(交

付
金

交
付

額
)

総
事

業
費

進
捗

率
(交

付
対

象
事

業
費

）

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
金

交
付

額

都
道

府
県

・
市

町
村

コ
ー

ド
（
５

桁
）

事
業

名
翌

年
度

に
お

け
る

年
度

間
調

整
額

（
国

費
）

（
C

）
-
（
D

）

交
付

対
象

事
業

費

う
ち

交
付

金
交

付
額

交
付

率

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
対

象
事

業
費

事
業

期
間

う
ち

交
付

金
交

付
額 （
C

）

事
業

記
号

№

小
計

前
年

度
に

お
け

る
年

度
間

調
整

額
（
国

費
）

（
B

）

調
整

後
の

国
費

合
計

（
A

）
-
（
B

）
翌

年
度

以
降

の
残

事
業

費
の

う
ち

国
費
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平
成

　
　

年
度

　
　

地
域

自
主

戦
略

交
付

金
　

　
事

業
実

施
計

画
対

象
自

治
体

：
都

道
府

県
及

び
指

定
都

市

(単
位

：
千

円
)

法 令 規 定

本
年

度
に

実
施

し
た

事
業

費

本
年

度
に

本
来

交
付

さ
れ

る
べ

き
国

費

（
D

）

（
A

）
（
E
）

　
≧

（
E
）

（
注

）
１

．
「
総

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

外
事

業
費

も
含

め
る

　
　

　
２

．
「
本

年
度

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

事
業

費
の

み
計

上
す

る

都
道

府
県

名
担

当
部

局
課

名
担

当
者

氏
名

地
方

公
共

団
体

名
電

話
番

号
交

付
限

度
額

（
単

位
：
千

円
）

都
道

府
県

・
市

町
村

コ
ー

ド
（
５

桁
）

メ
ー

ル
ア

ド
レ

ス

交
付

率

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
対

象
事

業
費

進
捗

率
(交

付
対

象
事

業
費

）

Ｅ
2
：
農

山
漁

村
活

性
化

対
策

整
備

に
関

す
る

事
業

№
事

業
名

事
業

記
号

事
業

概
要

（
延

長
・
面

積
等

）
事

業
期

間

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
金

交
付

額

進
捗

率
(交

付
金

交
付

額
)

本
年

度
事

業
費

う
ち

交
付

金
交

付
額 （
C

）

年
度

間
調

整
額

（
該

当
す

る
場

合
の

み
）

翌
年

度
に

お
け

る
年

度
間

調
整

額
（
国

費
）

（
C

）
-
（
D

）

総
事

業
費

交
付

対
象

事
業

費

う
ち

交
付

金
交

付
額

前
年

度
に

お
け

る
年

度
間

調
整

額
（
国

費
）

備
考

小
計

（
B

）

調
整

後
の

国
費

合
計

（
A

）
-
（
B

）
翌

年
度

以
降

の
残

事
業

費
の

う
ち

国
費

33



平
成

　
　

年
度

　
　

地
域

自
主

戦
略

交
付

金
　

　
事

業
実

施
計

画
対

象
自

治
体

：
都

道
府

県

(単
位

：
千

円
)

法 令 規 定

（
注

）
１

．
「
総

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

外
事

業
費

も
含

め
る

　
　

　
２

．
「
本

年
度

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

事
業

費
の

み
計

上
す

る

都
道

府
県

名
担

当
部

局
課

名
担

当
者

氏
名

地
方

公
共

団
体

名
電

話
番

号
交

付
限

度
額

（
単

位
：
千

円
）

都
道

府
県

・
市

町
村

コ
ー

ド
（
５

桁
）

メ
ー

ル
ア

ド
レ

ス

進
捗

率
(交

付
対

象
事

業
費

）

Ｅ
3
：
農

業
・
食

品
産

業
強

化
対

策
整

備
に

関
す

る
事

業

№
事

業
名

事
業

記
号

事
業

概
要

（
延

長
・
面

積
等

）
事

業
期

間

小
計

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
金

交
付

額

進
捗

率
(交

付
金

交
付

額
)

本
年

度
事

業
費

う
ち

交
付

金
交

付
額

総
事

業
費

交
付

対
象

事
業

費

う
ち

交
付

金
交

付
額

交
付

率
備

考

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
対

象
事

業
費
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平
成

　
　

年
度

　
　

地
域

自
主

戦
略

交
付

金
　

　
事

業
実

施
計

画
対

象
自

治
体

：
都

道
府

県

(単
位

：
千

円
)

法 令 規 定

（
注

）
１

．
「
総

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

外
事

業
費

も
含

め
る

　
　

　
２

．
「
本

年
度

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

事
業

費
の

み
計

上
す

る

都
道

府
県

名
担

当
部

局
課

名
担

当
者

氏
名

地
方

公
共

団
体

名
電

話
番

号
交

付
限

度
額

（
単

位
：
千

円
）

都
道

府
県

・
市

町
村

コ
ー

ド
（
５

桁
）

メ
ー

ル
ア

ド
レ

ス

進
捗

率
(交

付
対

象
事

業
費

）

Ｅ
4
：
水

産
業

強
化

対
策

整
備

に
関

す
る

事
業

№
事

業
名

事
業

記
号

事
業

概
要

（
延

長
・
面

積
等

）
事

業
期

間

小
計

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
金

交
付

額

進
捗

率
(交

付
金

交
付

額
)

本
年

度
事

業
費

う
ち

交
付

金
交

付
額

総
事

業
費

交
付

対
象

事
業

費

う
ち

交
付

金
交

付
額

交
付

率
備

考

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
対

象
事

業
費
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平
成

　
　

年
度

　
　

地
域

自
主

戦
略

交
付

金
　

　
事

業
実

施
計

画
対

象
自

治
体

：
都

道
府

県

(単
位

：
千

円
)

法 令 規 定

（
注

）
１

．
「
総

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

外
事

業
費

も
含

め
る

　
　

　
２

．
「
本

年
度

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

事
業

費
の

み
計

上
す

る

都
道

府
県

名
担

当
部

局
課

名
担

当
者

氏
名

地
方

公
共

団
体

名
電

話
番

号
交

付
限

度
額

（
単

位
：
千

円
）

都
道

府
県

・
市

町
村

コ
ー

ド
（
５

桁
）

メ
ー

ル
ア

ド
レ

ス

進
捗

率
(交

付
対

象
事

業
費

）

Ｅ
5
：
森

林
整

備
・
林

業
等

振
興

整
備

に
関

す
る

事
業

№
事

業
名

事
業

記
号

事
業

概
要

（
延

長
・
面

積
等

）
事

業
期

間

小
計

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
金

交
付

額

進
捗

率
(交

付
金

交
付

額
)

本
年

度
事

業
費

う
ち

交
付

金
交

付
額

総
事

業
費

交
付

対
象

事
業

費

う
ち

交
付

金
交

付
額

交
付

率
備

考

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
対

象
事

業
費

36



平
成

　
　
年

度
　
　
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

　
　
事

業
実

施
計

画
対
象
自
治
体
：
都
道
府
県
及
び
指
定
都
市

(単
位

：
千

円
)

法 令 規 定

（
注
）
１
．
「
対
象
事
業
名
」
に
は
実
際
の
地
域
自
主
戦
略
交
付
金
の
交
付
対
象
事
業
名
を
記
載
す
る

　
　
　
２
．
「
総
事
業
費
」
に
は
地
域
自
主
戦
略
交
付
金
対
象
外
事
業
費
も
含
め
る

　
　
　
３
．
「
本
年
度
事
業
費
」
に
は
地
域
自
主
戦
略
交
付
金
対
象
事
業
費
の
み
計
上
す
る

　
　
　
４
．
「
事
業
概
要
」
に
は
費
目
及
び
事
業
概
要
を
記
載
す
る

小
計

担
当
者
氏
名

本
年
度

事
業
費

う
ち

交
付
金
交
付

額

交
付

率

前
年

度
ま
で

の
総

交
付

対
象

事
業

費
事

業
概

要
備
考

事
業

期
間

進
捗

率
(交

付
対

象
事

業
費

）

前
年

度
ま
で

の
総

交
付

金
交

付
額

進
捗

率
(交

付
金

交
付

額
)

№
交

付
対

象
事

業
費

都
道

府
県

・
市

町
村

コ
ー
ド
（
５
桁

）
メ
ー
ル

ア
ド
レ
ス

Ｆ
：
工

業
用

水
道

に
関

す
る
事

業

事
業

名
事

業
記

号
対

象
事

業
名

う
ち

交
付

金
交

付
額

都
道

府
県

名
担

当
部

局
課

名

総
事

業
費

地
方

公
共

団
体

名
電

話
番

号
交
付
限
度
額

（
単
位
：
千
円
）
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平
成

　
　

年
度

　
　

地
域

自
主

戦
略

交
付

金
　

　
事

業
実

施
計

画
対

象
自

治
体

：
都

道
府

県
及

び
指

定
都

市

(単
位

：
千

円
)

法 令 規 定

本
年

度
に

実
施

し
た

事
業

費

本
年

度
に

本
来

交
付

さ
れ

る
べ

き
国

費

（
D

）

（
A

）
（
E
）

　
≧

（
E
）

（
注

）
１

．
「
総

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

外
事

業
費

も
含

め
る

　
　

　
２

．
「
本

年
度

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

事
業

費
の

み
計

上
す

る

　
　

　
３

．
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

の
創

設
に

よ
る

変
更

前
の

社
会

資
本

総
合

整
備

計
画

に
記

載
さ

れ
た

基
幹

事
業

の
関

連
事

業
に

つ
い

て
は

、
「
備

考
」
欄

に
「
関

連
」
と

記
載

し
、

同
計

画
の

写
し

を
添

付
す

る
こ

と交
付

限
度

額
（
単

位
：
千

円
）

都
道

府
県

名
担

当
部

局
課

名
担

当
者

氏
名

事
業

期
間

都
道

府
県

・
市

町
村

コ
ー

ド
（
５

桁
）

メ
ー

ル
ア

ド
レ

ス

地
方

公
共

団
体

名
電

話
番

号

Ｇ
：
社

会
資

本
整

備
に

関
す

る
事

業

事
業

名
事

業
記

号
地

区
名

事
業

実
施

主
体

事
業

概
要

（
延

長
・
面

積
等

）
№

翌
年

度
以

降
の

残
事

業
費

の
う

ち
国

費

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
金

交
付

額

進
捗

率
(交

付
金

交
付

額
)

本
年

度
事

業
費

う
ち

交
付

金
交

付
額 （
C

）

前
年

度
に

お
け

る
年

度
間

調
整

額
（
国

費
）

（
B

）

調
整

後
の

国
費

合
計

（
A

）
-
（
B

）

小
計

備
考

翌
年

度
に

お
け

る
年

度
間

調
整

額
（
国

費
）

（
C

）
-
（
D

）

年
度

間
調

整
額

（
該

当
す

る
場

合
の

み
）

交
付

対
象

事
業

費

う
ち

交
付

金
交

付
額

交
付

率

進
捗

率
(交

付
対

象
事

業
費

）

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
対

象
事

業
費

総
事

業
費
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平
成
　
　
年
度
　
～
　
平
成
　
　
年
度
　

（
　
年
間
）

①
　

基
幹

的
な

事
業

（
事

業
記

号
１

～
９

ま
で

の
事

業
）

番
号

事
業

名
備

考

②
　

関
連

社
会

資
本

整
備

事
業

（
事

業
記

号
１

０
－

１
）

番
号

備
考

③
　

効
果

促
進

事
業

（
事

業
記

号
１

０
－

２
）

番
号

備
考

（
注

）
「

一
体

的
に

実
施
す
る
こ
と
に
よ
り
期
待
さ
れ
る
効
果
」
の
欄
に
は
、
成
果
目
標
を
明
示
し
て
記
載
す
る
こ
と
。

備
考

※
事

業
実

施
期

間
　

目
標
を
達
成
し
よ
う
と
す
る
期
間
（
３
～
５
年
程
度
）

※
成

果
目

標
　

期
間

内
に
基
幹
的
な
事
業
、
関
連
社
会
資
本
整
備
事
業
、
お
よ
び
、
効
果
促
進
事
業
の
一
体
的
な
実
施
で
実
現
し
よ
う
と
す
る
目

標

（
別

添
資

料
）

事
業

記
号

1
～

9
の

事
業

と
事

業
記

号
1
0
の

事
業

を
一

体
的

に
実

施
す

る
場

合
の

成
果

目
標

等

事
業

実
施

期
間

※

成
果

目
標

※

③
／

（
①

＋
②

＋
③

）
　
　
　
百
万

円

一
体

的
に

実
施

す
る

こ
と
に
よ
り
期
待
さ
れ
る
効
果

一
体

的
に

実
施

す
る

こ
と
に
よ
り
期
待
さ
れ
る
効
果

効
果

促
進

事
業

費
の

割
合

　
　

％
　
　
　
　
百
万
円

②
③

　
　
百
万
円

一
体

的
に

実
施

す
る

事
業

の
事

業
費

①
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平
成

　
　

年
度

　
　

地
域

自
主

戦
略

交
付

金
　

　
事

業
実

施
計

画
対

象
自

治
体

：
都

道
府

県
及

び
指

定
都

市

(単
位

：
千

円
)

法 令 規 定

（
注

）
１

．
「
総

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

外
事

業
費

も
含

め
る

　
　

　
２

．
「
本

年
度

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

事
業

費
の

み
計

上
す

る

都
道

府
県

名
担

当
部

局
課

名

地
方

公
共

団
体

名

事
業

期
間

総
事

業
費

№都
道

府
県

・
市

町
村

コ
ー

ド
（
５

桁
）

事
業

名
事

業
記

号

電
話

番
号

Ｈ
1
：
環

境
保

全
施

設
整

備
に

関
す

る
事

業

施
設

名

メ
ー

ル
ア

ド
レ

ス

交
付

対
象

事
業

費

う
ち

交
付

金
交

付
額

交
付

限
度

額
（
単

位
：
千

円
）

交
付

率

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
対

象
事

業
費

進
捗

率
(交

付
対

象
事

業
費

）

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
金

交
付

額

担
当

者
氏

名

進
捗

率
(交

付
金

交
付

額
)

う
ち

交
付

金
交

付
額

本
年

度
事

業
費

備
考

小
計

事
業

概
要
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平
成

　
　

年
度

　
　

地
域

自
主

戦
略

交
付

金
　

　
事

業
実

施
計

画
対

象
自

治
体

：
都

道
府

県

(単
位

：
千

円
)

法 令 規 定

本
年

度
に

実
施

し
た

事
業

費

本
年

度
に

本
来

交
付

さ
れ

る
べ

き
国

費

（
D

）

（
A

）
（
E
）

　
≧

（
E
）

（
注

）
１

．
「
事

業
名

」
：
国

定
公

園
に

お
い

て
は

、
公

園
ご

と
か

つ
「
事

業
実

施
主

体
」
ご

と
の

記
載

と
し

、
国

指
定

鳥
獣

保
護

区
に

お
い

て
は

、
鳥

獣
保

護
区

名
を

記
載

し
、

長
距

離
自

然
歩

道
に

お
い

て
は

、
歩

道
ご

と
か

つ
「
事

業
実

施
主

体
」
ご

と
の

記
載

と
す

る

　
　

　
２

．
「
事

業
実

施
主

体
」
：
都

道
府

県
名

又
は

間
接

補
助

を
受

け
る

市
町

村
名

を
記

載
す

る

　
　

　
３

．
「
事

業
概

要
」
：
国

定
公

園
及

び
国

指
定

鳥
獣

保
護

区
に

お
い

て
は

、
事

業
概

要
（
事

業
名

、
施

設
の

種
類

、
規

模
、

数
量

等
）
を

記
載

し
、

長
距

離
自

然
歩

道
に

お
い

て
は

地
区

名
（
区

間
名

）
及

び
事

業
概

要
（
延

長
等

）
を

記
載

す
る

  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
  
 な

お
、

複
数

箇
所

で
の

整
備

の
場

合
は

、
箇

所
ご

と
に

記
載

す
る

　
　

　
４

．
「
事

業
期

間
」
：
事

業
名

ご
と

の
整

備
が

完
了

す
る

期
間

を
記

載
す

る

　
　

　
５

．
「
総

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

外
事

業
費

も
含

め
る

　
　

　
６

．
「
本

年
度

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

事
業

費
の

み
計

上
す

る

小
計

事
業

概
要

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
対

象
事

業
費

交
付

率

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
金

交
付

額

進
捗

率
(交

付
金

交
付

額
)

う
ち

交
付

金
交

付
額 （
C

）

事
業

期
間

進
捗

率
(交

付
対

象
事

業
費

）

本
年

度
事

業
費

前
年

度
に

お
け

る
年

度
間

調
整

額
（
国

費
）

（
B

）

調
整

後
の

国
費

合
計

（
A

）
-
（
B

）
翌

年
度

以
降

の
残

事
業

費
の

う
ち

国
費

備
考

№
事

業
名

事
業

記
号

年
度

間
調

整
額

（
該

当
す

る
場

合
の

み
）

翌
年

度
に

お
け

る
年

度
間

調
整

額
（
国

費
）

（
C

）
-
（
D

）

総
事

業
費

交
付

対
象

事
業

費

う
ち

交
付

金
交

付
額

事
業

実
施

主
体

交
付

限
度

額
（
単

位
：
千

円
）

地
方

公
共

団
体

名
電

話
番

号

Ｈ
2
：
自

然
環

境
整

備
に

関
す

る
事

業

都
道

府
県

・
市

町
村

コ
ー

ド
（
５

桁
）

都
道

府
県

名
担

当
部

局
課

名

メ
ー

ル
ア

ド
レ

ス

担
当

者
氏

名
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平
成

　
　

年
度

　
　

地
域

自
主

戦
略

交
付

金
　

　
事

業
実

施
計

画
対

象
自

治
体

：
都

道
府

県

(単
位

：
千

円
)

法 令 規 定

本
年

度
に

実
施

し
た

事
業

費

本
年

度
に

本
来

交
付

さ
れ

る
べ

き
国

費

（
D

）

（
A

）
（
E
）

　
≧

（
E
）

（
注

）
１

．
「
事

業
概

要
」
：
施

設
の

種
類

、
規

模
、

数
量

等
を

記
載

す
る

こ
と

。
な

お
、

複
数

箇
所

で
の

整
備

の
場

合
は

、
箇

所
ご

と
に

記
載

す
る

　
　

　
２

．
「
事

業
期

間
」
：
事

業
名

ご
と

の
整

備
が

完
了

す
る

期
間

を
記

載
す

る

　
　

　
３

．
「
総

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

外
事

業
費

も
含

め
る

　
　

　
４

．
「
本

年
度

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

事
業

費
の

み
計

上
す

る

交
付

限
度

額
（
単

位
：
千

円
）

都
道

府
県

・
市

町
村

コ
ー

ド
（
５

桁
）

メ
ー

ル
ア

ド
レ

ス

都
道

府
県

名
担

当
部

局
課

名
担

当
者

氏
名

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
対

象
事

業
費

う
ち

交
付

金
交

付
額 （
C

）

年
度

間
調

整
額

（
該

当
す

る
場

合
の

み
）

備
考

地
方

公
共

団
体

名
電

話
番

号

進
捗

率
(交

付
金

交
付

額
)

Ｈ
3
：
生

物
多

様
性

保
全

回
復

整
備

に
関

す
る

事
業

№
事

業
名

事
業

記
号

翌
年

度
に

お
け

る
年

度
間

調
整

額
（
国

費
）

（
C

）
-
（
D

）

進
捗

率
(交

付
対

象
事

業
費

）

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
金

交
付

額

事
業

期
間

事
業

概
要

本
年

度
事

業
費

総
事

業
費

交
付

対
象

事
業

費

う
ち

交
付

金
交

付
額

交
付 率

小
計

前
年

度
に

お
け

る
年

度
間

調
整

額
（
国

費
）

（
B

）

調
整

後
の

国
費

合
計

（
A

）
-
（
B

）
翌

年
度

以
降

の
残

事
業

費
の

う
ち

国
費
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平
成

　
　

年
度

　
　

地
域

自
主

戦
略

交
付

金
　

　
事

業
実

施
計

画
対

象
自

治
体

：
指

定
都

市

(単
位

：
千

円
)

法 令 規 定

本
年

度
に

実
施

し
た

事
業

費

本
年

度
に

本
来

交
付

さ
れ

る
べ

き
国

費

（
D

）

（
A

）
（
E
）

　
≧

（
E
）

（
注

）
１

．
「
総

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

外
事

業
費

も
含

め
る

　
　

　
２

．
「
本

年
度

事
業

費
」
に

は
地

域
自

主
戦

略
交

付
金

対
象

事
業

費
の

み
計

上
す

る

交
付

限
度

額
（
単

位
：
千

円
）

都
道

府
県

・
市

町
村

コ
ー

ド
（
５

桁
）

メ
ー

ル
ア

ド
レ

ス

都
道

府
県

名
担

当
部

局
課

名
担

当
者

氏
名

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
対

象
事

業
費

う
ち

交
付

金
交

付
額 （
C

）

年
度

間
調

整
額

（
該

当
す

る
場

合
の

み
）

備
考

地
方

公
共

団
体

名
電

話
番

号

進
捗

率
(交

付
金

交
付

額
)

Ｈ
4
：
循

環
型

社
会

形
成

推
進

に
関

す
る

事
業

№
事

業
名

事
業

記
号

翌
年

度
に

お
け

る
年

度
間

調
整

額
（
国

費
）

（
C

）
-
（
D

）

進
捗

率
(交

付
対

象
事

業
費

）

前
年

度
ま

で
の

総
交

付
金

交
付

額

事
業

期
間

事
業

規
模

本
年

度
事

業
費

総
事

業
費

交
付

対
象

事
業

費

う
ち

交
付

金
交

付
額

交
付

率

小
計

前
年

度
に

お
け

る
年

度
間

調
整

額
（
国

費
）

（
B

）

調
整

後
の

国
費

合
計

（
A

）
-
（
B

）
翌

年
度

以
降

の
残

事
業

費
の

う
ち

国
費
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